
社会実装 
制度化･普及 
脱炭素促進 

ブレークスルー：研究開発で社会実装の障壁を打破 国家的課題 
(1990年代～現在) 
建設分野のGHG排出量
を､正確･効率的に把握し
たい 
 
 
 
 
 
 
 
 

解決困難な複数の課題 
• 建設系GHG排出原単位

が圧倒的に不足 
• 積算品目と原単位突合

は人力では負担が膨大
で,情報連携キーが無く
自動化が困難 

• 算定コストが過大であ
り､ステークホルダー
の取組意欲を萎縮 

など 
 
 

建設分野のGHGを見える化。持続可能なインフラづくりへの挑戦 （GHG：Greenhouse Gas 温室効果ガス）

｢土木分野における建設段階のGHG排出量算定マニュアル｣(国総研)等のSuMPOの第三者検証が完了｢土木分野における建設段階のGHG排出量算定マニュアル｣(国総研)等のSuMPOの第三者検証が完了

国総研 建設経済･環境研究室は､建設カーボンニュートラルの評価方法や具体の
原単位･情報連携/データ連携技術等を考案･研究開発｡社会実装の障壁を打破｡ 

正確性向上 迅速化 負担軽減 

物価調査方式原単位の考案 

情報連携/データ連携技術の考案･実証調査 
+ 

低環境負荷な 
アルゴリズム 

｢自動算定｣ 
｢ＤＸ｣ 

の基礎技術 

ライフサイクルGHG算定ツール 

イノベーション･エコシステム構築：原単位･情報連携/データ連携技術等を考案･研究開発 

環境負荷･コンピュート負荷低減 

○物価調査方式原単位 
 ・方式   
 ・物価調査の情報源   
○情報連携/データ連携技術 

「物価調査方式原単位」の
SuMPOの第三者検証が完了

SuMPOの第三者検証が完了

既往研究のレビュー･拡張 ｢ＥＢＰＭ｣ 
｢ＧＸ｣ 

の基礎技術 

ライフサイクルGHG算定マニュアル 
公平で共通の物差し 定量的算定 

見える化：建設カーボンニュートラルの評価方法を考案･研究開発 

ISO､環境省･経済産業省基本 
ガイドライン等との整合･準拠 ○建設段階マニュアルによる｢共通化｣の主なポイント 

・算定目的：｢見える化｣(将来的には事業完了後の積算情報によるGHG算定結果を
｢工事成績評定｣に用いることを想定) 

・算定範囲：土木積算システムの事業別ファイルごと(予算採択単位ごと)の全事業費
(消費税込み／積算情報の全項目)｡ライフサイクル全体(資源採取･製造･
輸送･使用･廃棄･リサイクルなど)のうち､｢資源採取･製造｣相当｡ライフ
サイクルの残りの部分のマニュアルは別途研究開発中｡ 

・算定対象： GHGの7ガス｡7種とは､CO2(エネルギー起源､非エネルギー起源)､メタ
ン(CH4)､一酸化二窒素(N2O)､ハイドロフルオロカーボン類(HFCs)､パー
フルオロカーボン類(PFCs)､六ふっ化硫黄(SF6)､三ふっ化窒素(NF3) 

・原単位 ： (1) ベースラインのGHG算定には､算定･報告･公表制度(SHK制度)原単
位･電気事業者別排出係数･国環研3EID･物価調査方式原単位などの2次
(統計･平均)データベースの原単位 

      (2)脱炭素技術適用部分のGHG算定の際に､ベースラインと異なる原単位
を使用する場合には､国総研･クリティカルレビュー等が容易に検証可
能なEPD･CFP･1次(実測･固有)データの原単位 

○各段階別マニュアル 
 ・計画設計段階マニュアル 
 ・建設段階マニュアル   
 ・供用段階マニュアル 
○計画設計時ライフサイクルGHGマニュアル 

「建設段階マニュアル」の
SuMPOの第三者検証が完了

環境省･経済産業省｢サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量
算定に関する基本ガイドライン(ver.2.7)｣(2025 年3月)･｢温室効果ガ
ス排出量算定･報告マニュアル(Ver6.0)｣(令和7年3月)･｢サプライ
チェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原
単位について(Ver.3.5)｣(令和7年3月)･｢カーボンフットプリント ガイ
ドライン(別冊)CFP実践ガイド｣(2026年3月)など国のガイドライン､
環境省｢Ｑ＆Ａ サプライチェーン排出量算定におけるよくある質問
と回答集｣(2023年3月改訂/2016年3月発行)､環境省･Green Value 
Chaneへの問合せ･回答等に整合･準拠 
JIS Q 14064-1：2023･ ISO 14064-1：2018 等の規格に整合･準拠

(｢基本ガイドライン｣との整合･準拠を優先する場合がある)(順不同) 

+ 

産学官連携 



※「日本工業規格」コンクリート及びコンクリート構造物に関する環境マネジメント－第1部：一般原則（JIS Q13315-1）を参考に、国総研作成。

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

建設工事での排出

GHG
排出量 建設資材の製造･運搬

に伴う排出量

解
体

補
修･

補
強

補
修･

補
強※『実践 建設カーボンニュートラル』（春日昭夫､

2024）p.37図2-1、p.39 図2-2を参考に、国総研
作成。コンクリート構造物を想定。
A0～Dは欧州基準EN15643（インフラストラク

チャレベル）。B8は、工事とは別に、個別に評
価・報告。

製造段階
A1：素材の供給
A2：運搬
A3：製造

建設段階
A4：運搬
A5：組み立て、建設過程

供用段階
B1：供用
B2：メンテナンス
B3：補修

B4：取り替え
B5：更新
B6：ｴﾈﾙｷﾞｰの使用
B7：水の使用

供用終了段階
C1：解体
C2：運搬
C3：廃棄物の再利用、

ﾘｻｲｸﾙのための
処理

C4：廃棄物

時間

時間
建設段階
算定マニュアル

計画設計段階
算定マニュアル

供用段階
算定マニュアル

(契約時および精算時)

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

製造･施工段階設計段階 使用段階 最終段階

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

計画設計時LCC
(ライフサイクルカーボン)
算定マニュアル

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

（凡例 ：想定される算定時点）

○建設事業の各段階とGHG排出量の関係(イメージ図)

○建設GHG算定の各段階･各時点とその算定対象の関係

B8：ユーザー使用率（道路を使用する交通に関する影響など）

(参考) 国総研が研究開発予定の｢建設分野のライフサイクルGHG算定マニュアル｣の全体像について

建設前段階
A0：予備調査・計画設

計等」

システム境界外
D：

別サイクル

積算見積書(物量ベース)(品目別活動量)
×

排出原単位(t-CO2/活動量)
II

GHG排出量(t-CO2)

事業計画書等(事業費・億円)
×

排出原単位(t-CO2/億円)
II

GHG排出量(t-CO2)

事業計画書等(事業費・億円)
×

排出原単位(t-CO2/億円)
II

GHG排出量(t-CO2)

R5､R6-7(～R8.9末)建設段階を研究開発 R8以降:保守運営(改定含む)

建設分野のGHGを見える化。持続可能なインフラづくりへの挑戦 （GHG：Greenhouse Gas 温室効果ガス）


